
第２期宮城県国土強靱化地域計画ＫＰＩ 進捗状況（令和４年度末時点）
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基準値(基準年度) 目標値(目標年度) 直近実績値（年度） 実施状況・評価コメント

総合防災訓練（図上，実動）の実施 県
1-2,2-1,2-2,3-1,6-

1
２回

(令和２年度)
維持

１回
（令和４年度）

　図上訓練を６月に実施したが、実動訓練は新型コロナウィルス感染
症の感染状況に鑑み、中止とした。

災害時における帰宅困難者等の支援に
関する協定数

県
仙台市

2-3
11件

(令和２年度)
維持・増加

11件
(令和４年度)

　締結した協定に基づき、協力店舗を示すステッカーの管理等の取組
を継続している。

広域防災拠点の整備 県 1-2,2-1,2-2,3-1 －
着工

(令和３年度)
一部着工

（令和４年度）

　宮城野原地区の広域防災拠点整備地において、暫定整備として一部
区域（約２ha）の着工・完成を図った。貨物駅移転に必要となる、鉄
道事業者が行う関係機関協議を支援し、道路、水路工事等を促進し
た。なお、宮城野原の本格着工については、貨物駅移転後とする。

県立都市公園の長寿命化(土木部分) 県 1-2
１公園

(令和２年度)
３公園

(令和６年度)
２公園

(令和４年度)

　公園利用者の安全・安心を確保するため、長寿命化計画に基づき、
矢本海浜緑地の遊具修繕、宮城県総合運動公園の複合遊具等の更新を
行った。

県立都市公園の整備(土木部分) 県 1-2
３公園

(令和２年度)
５公園

(令和６年度)
３公園

(令和４年度)
　コロナ禍における外遊び需要の高まりなどを踏まえ、岩沼海浜緑地
のジョギングコースの工事に着手した。

警察署内の老朽化した非常用発電機の
更新

県 3-1
年１箇所

(令和２年度)
維持 

０箇所
（令和４年度）

　令和４年度は、災害警備活動の拠点としての機能を確保するため、
浸水時に警察署で電気等のライフラインが使用できるよう、浸水被害
が想定される警察署の受変電設備等を嵩上げする改修設計委託を行
い、非常用発電機の更新がなかった。

デジタル方式の防災行政無線を導入し
た市町村

市町村 1-2
32市町村

(令和２年度)
35市町村

(令和６年度)
34市町村

（令和４年度）
　消防庁と連携し、県内全市町村の整備を図るための調整等を行って
いる。

携帯電話の不感世帯数 事業者 1-2,4-1
129世帯

(令和元年度)
０世帯

(令和５年度)
18世帯

（令和４年度）

　携帯電話不感世帯129世帯のうち、111世帯においてエリア化が完了
した。引き続き、市町村と連携し、事業者によるエリア整備促進を働
きかけていく。

避難所等への無料公衆無線ＬＡＮ設置
数

市町村 1-2,4-1
529箇所

(令和元年度)
572箇所

(令和３年度)
－

　国の「防災等に資するWi-Fi環境の整備計画」に基づき、全国約３万
箇所のWi-Fi環境の整備目標を達成したと国から報告を受けた。

住宅の耐震化率 市町村等 1-1
92％

(平成30年度)
95％

(令和７年度)
93.2%

(令和４年度)

　直近の耐震化率が90%を超え、順調に耐震化が進んでいる一方、高齢
化等により耐震化に消極的な所有者もいることも考えられることか
ら、引き続き、市町村と連携し、補助制度の周知や所有者に改修工事
実施への依頼文書の送付など普及・啓発に取り組むこととしている。

市町村立学校の耐震化率 市町村 1-1
100％

(令和３年度)
維持

100%
(令和４年度)

　今後も各市町村に対し、老朽化への対応など現状維持に努めるよう
適宜フォローアップを行う。

県立学校の耐震化率 県 1-1
100％

(令和３年度)
維持

100%
(令和４年度)

　県立学校の校舎及び屋内運動場等の耐震化については、令和２年度
までに完了しており、引き続き適切な管理に努める。

私立学校校舎等の耐震化率 事業者 1-1
92.9％

(令和２年度)
100％

(令和６年度)
92.8%

（令和４年度）

　耐震性のある建物は令和３年度の292棟から令和４年度は311棟と19
棟増加している。一方で母数の建物全体が315棟から335棟と20棟増加
している。

私立学校の非構造部材の耐震化率 事業者 1-1
35.6％

(令和２年度)
50％

(令和６年度)
38.7％

（令和４年度）

　非構造部材の耐震化を実施した学校数は令和３年度の83校から令和
４年度は104校に21校増加している。一方で母数の学校数が229校から
269校に40校増加している。

文化財建造物における耐震性能把握あ
るいは地震時の対処方針策定の着手率

所有者等 1-1,8-4
35.0%

(令和２年度)
60.0％

(令和８年度)
41.0%

（令和４年度）
　国指定文化財建造物の着手率は100%であるが、県指定文化財の着手
が遅れ気味である。

博物館における防災訓練の実施 県 8-4 年１回 維持
年１回

（令和４年度）
　第69回文化財防災デー（令和５年１月26日）関連訓練として、令和
５年１月19日に防災訓練を実施した。

病院の耐震化率 事業者 1-1
89％

(令和元年度)
90％

(令和６年度)
90％

(令和４年度)

　県内病院の約９割の耐震化が完了しており、順調に耐震化が進んで
いる。残る病院についても、引き続き耐震化等の必要性について周知
していく。

老人福祉関係施設の耐震化率 事業者 1-1
98.7％

(平成30年度)
概ね全施設

99.2%
（令和４年度）

　２階建て以上かつ延べ床面積200㎡以上の老人福祉施設等を調査対象
としているが、耐震化率は100％には至っていない。引き続き、耐震改
修に向けた働きかけを行う。

災害時の石油製品の備蓄に関する協定
の締結

県 6-1
１件

(平成30年度)
維持

１件
(令和４年度)

　締結した協定に基づき、石油製品の備蓄を継続している。また、定
期的に防災訓練等を実施するなど、災害発生に備えた体制の維持に努
めている。

再生可能エネルギー導入量

県
市町村
県民

事業者等

6-1
33,473TJ

(令和元年度)
42,248TJ

(令和６年度)
37,264TJ

(令和４年度)

　住宅や事業所等への設備導入支援などにより、様々な場面における
再エネ導入を推進している。
　※計画（みやぎゼロカーボンチャレンジ2050戦略）の見直し（令和
５年３月策定）に伴い、再エネ導入量の算定方法も変わったことか
ら、基準値、目標値ともに昨年度から変更となっている。

応急給水計画策定率 市町村 6-2
58.8％

(平成30年度)
100.0％

(令和７年度)
64.7％

（令和４年度）
　策定率はやや向上しているものの、中小規模の水道事業者の策定率
が低い。

水道の応急復旧計画策定率 市町村 6-2
55.9％

(平成30年度)
100.0％

(令和７年度)
61.8％

（令和４年度）
　策定率はやや向上しているものの、中小規模の水道事業者の策定率
が低い。

水道のアセットマネジメント導入率 市町村等 6-2
61.8％

(平成30年度)
100.0％

(令和７年度)
94.1％

（令和４年度）
　策定が進んでいるものの、中小規模の水道事業者の策定率が依然低
い。

水道事業ビジョン策定率 市町村等 6-2
47.1％

(平成30年度)
100.0％

(令和７年度)
73.5％

（令和４年度）
　策定が進んでいるものの、中小規模の水道事業者の策定率が依然低
い。

緊急時バックアップ用広域水道連絡管
整備事業進捗率

県 6-2
73.6％

(令和元年度)
100.0％

(令和３年度)
100.0％

(令和４年度)
　令和５年１月までに施設整備が完了し、供用開始した。

下水道改築工事の進捗割合 県 1-3,6-2
27.2％

(令和元年度)
100.0％

(令和４年度)
42.8％

(令和４年度)
　国費の内示額に応じて、緊急性の高い下水処理機械の更新を優先し
たため、目標値まで到達しなかった。

地域災害医療支部における訓練実施回
数

県 2-4
年３回

(平成29年度)
年８回

(令和５年度)
年３回

(令和４年度)

　新型コロナウイルス感染症の影響により、一部、訓練を実施できな
かった。引き続き、訓練等を通じた平時からの体制整備について周知
していく。

災害拠点病院における被災状況を想定
した訓練実施回数

災害拠点病院 2-4
年７回

(平成28年度)
年16回

(令和５年度)
年16回

(令和４年度)
　各病院において適切に訓練を実施した。引き続き、訓練等を通じた
平時からの体制整備について周知していく。

避難行動要支援者の個別支援計画の策
定市町村数

市町村 2-6
11市町村

(令和元年度)
35市町村

(令和７年度)

18市町村
（令和４年度）
※一部策定含む

　市町村へ全国の取組事例や優良事例について情報提供を行った。
引き続き、担当者向け研修会を開催するなどして市町村における個別
避難計画策定の取組を支援する。

宮城県災害派遣福祉チームの協定締結
数

県 2-6,8-2
40法人・施設
(令和元年度)

75法人・施設
（令和７年度)

47法人・施設
(令和４年度)

　社会福祉法人等へ協定締結に係る通知を送信するなど、締結法人の
増加に向けた取組を行った。引き続き、社会福祉法人への働きかけを
継続していく。

災害時保健活動研修の実施 県 8-2
年２回

(平成30年度)
維持

０回
（令和４年度）

　コロナ対応業務のため、県保健師の階層に応じた災害時保健活動研
修等を実施することができなかった。

スクールカウンセラーの配置率(市町
村教育委員会・公立中学校・県立高等
学校)

県
市町村

2-6,8-2
100％

(令和２年度)
維持

100％
(令和４年度)

　悩みを抱える児童生徒や保護者、不登校児童生徒等一人一人に対
し、きめ細かい心のケアを行ったり、ケース会議等で専門的な立場か
ら助言したりする等、学校における相談・支援体制に不可欠である。
相談人数、相談件数ともに高止まりの状況にあり、引き続き配置の維
持に努める。
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野生鳥獣の捕獲数 県 7-3

県内イノシシ
10,791頭(令和元年度)

県内ニホンジカ
3,551頭(令和元年度)

県内イノシシ
15,000頭(令和６年度)

県内ニホンジカ
4,200頭(令和６年度)

県内イノシシ6,382頭
（令和４年度速報値）
県内ニホンジカ4,872頭
（令和４年度速報値）

　野生イノシシの間で豚熱の感染が拡大したことにより捕獲頭数が基
準値より減少した。ニホンジカの捕獲頭数は前年度よりは減少したも
のの目標を上回った。

野生鳥獣による農作物被害額 市町村協議会 7-3
156,484千円
(令和元年度)

133,500千円
(令和12年度)

162,014千円
（令和４年度速報値）

　基準値より被害は増えているものの、前年度（令和３年度）の実績
値172,810千円と比較し減少している。

藻場面積 県 7-3
867.7ha

(令和元年度)
1,770.8ha

(令和11年度)
867.7ha

(令和元年度)
　令和２年８月に策定した宮城県藻場ビジョンに基づき、ハード・ソ
フト対策が一体となった磯焼け対策を進めている。

沿道における浮遊粒子物質環境基準達
成率

－ 7-2
100％

(令和元年度)
維持

100%
（令和４年度）

　県内の自動車排出ガス測定局９局全局で浮遊粒子状物質の環境基準
を達成した。

環境リスク管理のセミナー実施数 県 7-2
年１回

(令和元年度)
維持 

１回
（令和４年度）

　指定化学物質を取り扱う事業者等を対象とした化学物質に係るリス
クコミュニケーションセミナーを10月に開催し、18名の参加があっ
た。なお、事業者によるリスクコミュニケーション実施の必要性に関
する周知は、県として十分に実施したと解し、令和５年度以降、当該
セミナーは実施しないこととした。

市町村災害廃棄物処理計画策定数 市町村 2-5
７市町村

(令和元年度)
21市町村

(令和７年度)
20市町村

（令和４年度）
　約57％の市町村が策定済となっているが、引き続き未策定市町村に
対して計画策定に向けた支援を行っていく。

災害廃棄物処理図上演習の実施 県 2-5,8-1
年３回

(令和２年度)
維持

年３回
（令和４年度）

　予定通り年３回開催し目標を達成した。市町村、一部事務組合から
延べ50名の参加があった。

浄化槽のうち合併処理浄化槽の設置率 市町村 2-5,8-1
70.2％

(平成30年度)
増加

71.7％
（令和３年度）

　新たに合併処理浄化槽が931基設置され、設置率が増えている。今
後、単独処理浄化槽からの転換を進める必要がある。

広域火葬の訓練回数 県 2-5
年１回

(令和元年度)
維持

１回
（令和４年度）

　各市町村、一部事務組合、近隣道県、災害協定締結団体、各保健
所・支所から32名が参加し、情報伝達訓練を適切に実施した。

機能保全対策に取り組む基幹的な用排
水機場数

県 1-3,5-4,7-1 －
10箇所

(令和７年度)
４箇所

(令和４年度)
　令和４年度までに県内４施設の機能保全対策が完了し、順調に保全
対策を進めている。

汎用化水田の面積 県 5-4
78,780ha

(令和元年度)
81,100ha

(令和７年度)
79,720ha

(令和４年度)

　農業競争力強化農地整備事業（39地区）、農地中間管理機構関連農
地整備事業（４地区）により農地整備を実施し、令和４年度の目標を
達成することが出来た。

耕地利用率 県 5-4,7-3
89.8％

(令和元年度)
90％

(令和12年度)
90.0%(令和4年度)

　地域計画策定と併せて、地域での農地利用に係る話し合い等による
荒廃農地の発生防止・解消を推進している。（国の統計データに基づ
き作成）

日本型直接支払制度取組面積 県 5-4,7-3
75,208ha

(令和元年度)
74,200ha

(令和6年度)
76,291ha

(令和４年度)

　人口減少に伴う農業の担い手の減少により、農地としての維持管理
が困難な状況下において、日本型直接支払制度を活用して、農地等の
地域資源を適切に保全管理した。

地震・豪雨対策に取り組む防災重点農
業用ため池数

県 7-1 －
９箇所

(令和７年度)
５箇所

(令和４年度)
　地震・豪雨対策に取り組む防災重点農業用ため池の５箇所につい
て、予定どおり防災工事を進めている。

整備改修に取り組む湛水防除排水機場
数

県 7-1 －
５箇所

(令和７年度)
４箇所

（令和４年度）

　南田地区（村田町）、山王江地区（大崎市）、志田谷地地区（大崎
市、松島町、大郷町）、敷味地区（栗原市）の４か所の整備補修等を
実施。

田んぼダムを導入した面積 県 7-1
26ha

(令和元年度)
330ha

(令和７年度)
230ha

(令和４年度)
　令和３年度設立した宮城県田んぼダムコンソーシアムを通じなが
ら、田んぼダムの取組の普及拡大をはかっている。

素材生産量
県

市町村
林業事業体等

5-4,7-1
586千㎥

(平成28年度)
700千㎥

(令和９年度)
685千㎥

(令和４年度)
　生産性の向上やウッドショック以降の国産材の需要の高まりなどか
ら、概ね計画どおりに推移している。

水産物の流通拠点となる漁港のうち，
耐震・耐津波対策が図られた施設数

県 5-4
１施設

(令和元年度)
４施設

(令和８年度)
１施設

(令和４年度)

　令和２年度より、１施設の耐震・耐津波対策を実施中で、令和５年
度から、さらに１施設に着手予定としている。残りの１施設について
は令和６年度以降に着手予定としており、早期完了を目指す。

水産物の流通拠点となる漁港のうち，
ＢＣＰが策定されている漁港の割合

県
市町

漁業関係者
5-4

０％
(令和元年度)

80％
(令和３年度)

60％
(令和４年度)

　令和４年度までに流通拠点５漁港のうち、３漁港でBCPの策定を完了
した。残りの１漁港については、令和５年度のBCP策定を予定してお
り、早期完了を目指す。

企業ＢＣＰの策定に関するセミナー，
出前講座等

県 5-1,8-6
年８回

(令和元年度)
維持

６回
（令和４年度）

　新型コロナウイルス感染症の影響により，令和元年度までは開催し
ていた合同庁舎でのセミナー開催ができなかったほか、出前講座への
依頼が伸び悩んだため、６回の開催実績となった。

県内企業のＢＣＰ策定率 事業者 5-1,8-6
35.2％

(令和元年度)
45.9％

(令和４年度)
39.3％

(令和４年度)

　策定率は4.1%の増加に留まる一方で、BCPを聞いたことがないと回答
した事業者の割合は22.8%→15%へ、当面策定する予定はないと回答し
た事業者の割合は8.6%→6.8%へと減少していることから、引き続きセ
ミナー開催、出前講座等による普及啓発及び策定支援を行う。

泡消火薬剤の更新 県 5-2
22,000ℓ

（令和２年度）
54,662ℓ

（令和４年度）
5,000ℓ購入

（令和４年度）
　令和４年度までに54,000ℓ購入し、目標値の98.8%は達成済み。
令和５年度に残り662ℓ購入し、目標値達成予定。

主要幹線道路等の橋梁の耐震化完了数
[令和元年度からの累計]

県 5-3
２橋

(令和元年度)
30橋

(令和６年度)
21橋

（令和４年度）
　緊急輸送道路上の橋梁耐震化は令和４年度末までに21橋完了してお
り概ね計画どおりに推移している。

橋梁長寿命化修繕工事完了数[令和元
年度からの累計]
※　修繕が必要と判断された箇所のうち，
対策箇所を実施した箇所

県 5-3,6-3
12橋

(令和元年度)
203橋

(令和６年度)
158橋

（令和４年度）
　長寿命化計画の修繕完了予定数135橋に対し、令和４年度末までの実
績数は158橋となり計画を上回っている。

緊急交通路等の重要道路に設置されて
いる交通信号機への電源付加装置設置
率

県 5-3,6-3
65％

(令和元年度)
100％

(令和６年度)
100％

（令和４年度）
　基準年度に対象とした緊急交通路等の重要道路に設置されている信
号機の電源付加装置設置について、全基設置を完了した。

空港の耐震整備 国 5-3
85％

(令和元年度)
100％

(令和３年度)
100%

（令和３年度）
　令和３年度に完了。

港湾ＢＣＰに基づく訓練 県 5-3
年１回

(令和元年度)
維持

１回
（令和４年度）

　令和４年11月７日に仙台塩釜港BCPに基づく初動対応訓練を実施し
た。

港湾の長寿命化対策施設数(健全度Ｂ
以上の施設)

県 5-3
11施設

(令和元年度)
38施設

(令和12年度)
16施設

（令和４年度）

　港湾施設の長寿命化計画に基づき補修が必要な36施設のうち16施設
の補修が完了し、順調に補修を進めている。令和５年度は新たに８箇
所の補修を進める予定。

トンネルの長寿命化対策率
※　修繕が必要と判断された箇所のうち，
対策箇所を実施した割合

県 6-3
65％

（令和元年度）
100％

(令和６年度)
83％

（令和４年度）

　県内55施設のトンネルのうち、36施設において修繕が必要と判定さ
れ、そのうち30施設の修繕が完了している。令和５年度は新たに５施
設の修繕を進める予定。

災害時における物資供給に関する協定
の締結数

県 2-1
44件

(令和２年度)
維持

50件
(令和４年度)

　締結した協定を継続し、定期的に防災訓練等を実施するなど、災害
発生に備えた体制の維持に努めている。

災害時の物資輸送・保管等の確保に関
する協定の締結数

県 2-1
８件

(令和２年度)
維持

12件
(令和４年度)

　締結した協定を継続し、定期的に防災訓練等を実施するなど、災害
発生に備えた体制の維持に努めている。
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施策分野 指標(ＫＰＩ)
実施
主体

関連リスクシナリオ
番号

基準値(基準年度) 目標値(目標年度) 直近実績値（年度） 実施状況・評価コメント

定期的な訓練の実施（土木部ＢＣＰ訓
練）

県 1-4
年１回

(令和元年度)
維持

１回
(令和４年度)

　予定どおり目標を達成することが出来た。

山地災害危険地区(Ａランク)の治山工
事着手率

県 1-4,7-1,7-3
48％

(令和元年度)
62％

(令和６年度)
47%

（令和４年度）

　災害復旧等の治山工事の着手を進めているものの、山地被害箇所に
おける危険地区の追加指定やランクの見直しにより、着手率は平衡状
態にある。

土砂災害警戒区域等の指定箇所の繰返
し調査

県 1-4
年1,700区域程度
(令和元年度)

維持
864区域

（令和４年度）

　令和４年度に864区域の繰り返し調査を実施し、計4,705区域の繰り
返し調査が完了した。繰り返し調査が必要な箇所は、残り約3,700箇所
となっており、令和６年度までに完了する見込みである。

土砂災害危険箇所におけるハード対策
実施箇所数[累計]

県 1-4
635箇所

(平成30年度)
647箇所

(令和６年度)
639箇所

（令和４年度）

　令和４年度は、白石市の南台沢の砂防施設や、栗原市の北沢向地区
の急傾斜地崩壊対策施設等が完成し、完成施設数は639箇所となった。
令和５年度は５箇所の施設完成を見込んでおり、令和６年度目標であ
る647箇所の施設完成に向け、順調に進捗している。

土砂災害危険箇所におけるソフト対策
実施箇所数[累計]

県 1-4
5,408箇所

(平成30年度)
8,222箇所

(令和６年度)
8,423箇所

（令和４年度）

　令和４年度も引き続き復旧・復興関連事業による地形改変が完了し
た箇所の区域指定を進め、区域総数は8,423箇所となった。加えて、令
和２年８月の国の指針改定により、高精度な地形情報に基づく新たな
区域として約18,900箇所の指定が必要なことが判明している。現在、
安価で効率的な調査手法の検討を進めており、令和６年度より区域指
定に向けた調査に着手する予定である。

防雪に関する道路の要対策箇所の対策
率

県 1-5 －
91％

(令和12年度)
50％

（令和４年度）

　道路防雪施設において、修繕及び整備の必要な箇所18施設（スノー
シェッドの整備・修繕、消雪施設の修繕、防雪柵の修繕など）のう
ち、９施設の修繕及び整備を進めている。令和５年度は引き続き５施
設の修繕及び整備を進める予定。

森林整備面積(年間) 県 7-3
3,619ha

(令和元年度)
5,950ha

(令和６年度)
3,373ha

（令和４年度）

　各種補助事業を活用しながら、間伐及び植栽等の森林整備を支援し
ている。目標達成に向け、今後は、森林施業の低コスト化による再造
林の推進に特に注力していく。

建築物の危険度判定作業に従事する判
定士の登録数

県 8-2
2,075人

(令和元年度)
2,300人

(令和６年度)
1,961人

（令和４年度）

　更新対象者への事前周知や毎年実施している被災建築物応急危険度
判定技術者講習会の開催等を通して、判定士の確保に取り組むことと
している。

宅地の危険度判定作業に従事する判定
士の登録数

県 8-2
905人

(令和元年度)
900人以上を維持
(令和６年度)

893人
（令和４年度)

　判定士登録資格のある技術者に向けた制度の周知や、スマートフォ
ンからできる講習会申込みの工夫など、登録者の増加に向けた取組み
を継続的に推進する。

河川整備率 県 1-3,7-1
37.4％

(令和２年度)
38.7％

(令和６年度)
38.1%

（令和４年度）
　令和４年度時点の目標値とおりに推移している。

比較的発生頻度の高い津波に対し，施
設の防護機能を有する海岸数（漁港海
岸）

県 1-2,7-1
21地区海岸

(令和元年度)
58地区海岸

(令和３年度)
54地区海岸

(令和４年度)
　令和４年度は、12地区海岸で整備を進め、８地区海岸の整備を完了
した。

長寿命化計画を策定した海岸数（建設
海岸）

県 7-1
44地先海岸

(令和元年度)
67地先海岸

(令和４年度)
67地先海岸

（令和４年度）
　令和３年度に完了。

長寿命化対策を実施した漁港施設の割
合

県
市町

7-1
０％

(令和元年度)
100％

(令和８年度)
27％

(令和４年度)

　令和８年度までに対策が必要とされる96施設のうち、26施設の長寿
命化対策を実施した。残りの70施設についても順次、工事を進めるこ
ととしており、令和８年度までに対策が必要とされる全施設の工事完
了を目指す。
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地籍調査進捗率 市町村 1-4,8-5
89.2％

(令和２年度)
89.6％

(令和６年度)
89.3%

（令和４年度）

　３市町が調査を実施しており、うち１市が令和４年度に調査を完了
した。
　さらに令和５年度については、休止していた１市が事業を再開す
る。

地域住民と連携した避難訓練を実施し
ている学校の割合

学校 1-2
47.8％

(令和元年度)
70％

(令和６年度)
42.4％

（令和４年度）

　新型コロナウイルス感染症の影響により、実施率は微増であるが、
学校防災アドバイザーの派遣や実践研究協力校の連携事例の周知等に
より、実施率の向上を図る。

各学校の防災において地域連携を図る
ための会議の設置率

学校 1-2
86.4％

(令和元年度)
100％

(令和６年度)
92.5％

（令和４年度）

　新型コロナウイルス感染症の影響があったものの、開催内容や形態
を工夫した会議の開催が見られた。引き続き、学校防災アドバイザー
の派遣や実践研究協力校の連携事例の周知等により、設置率の向上を
図る。

女性防災リーダー養成者数 県 8-2
856人

(令和元年度)
1,350人

(令和６年度)
1,350人

(令和４年度)
　宮城県防災指導員養成講習等へ女性の積極的な参加を呼びかけるな
ど、女性防災リーダーの養成に努めている。

自主防災組織の組織率 県 8-3
83.1％

(令和２年度)
87.0％

(令和６年度)
83.2％

(令和４年度)

　自主防災組織の担い手となる防災指導員を養成するとともに、出前
講座や各種フォーラムの活用、モデル地区へのアドバイザー派遣など
により自主防災組織の活性化等に取り組んでいる。

コミュニティソーシャルワーク実践研
修受講者数

県 8-3
19人

(令和元年度)
70人

(各年度)
40人

（令和４年度）
　階層別の研修を２回行い、受講者に対して修了証を発行した。引き
続き、受講者の増加に向けて、社会福祉法人等へ働きかけていく。

多言語による生活情報の提供を実施し
ている市町村数

市町村 8-3
27市町村

(令和元年度)
35市町村

(令和５年度)
34市町村

（令和４年度）

　公式ホームページ等に自動翻訳機能を付加し、多言語での情報発信
を行う市町村が増加している。令和５年度中に全市町村が多言語によ
る情報提供を行うよう、働きかけを継続していく。

外国人相談対応の体制を整備している
市町村

市町村 8-3
９市町村

(令和元年度)
15市町村

(令和５年度)
13市町村

（令和４年度）

　翻訳機の導入のほか、出入国管理庁の支援事業（多言語コールセン
ター）や県国際化協会の通訳サポーター等、様々なツールを活用して
外国人住民対応の充実を図る市町村が増加している。

※ 合計84項目
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